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性犯罪の被害者が精神に障害を有する事案における検察との連携の試行実

施について（通達）

性犯罪の被害者が精神に障害を有する事案については、「性犯罪の被害者が精

神に障害を有する事案における検察との連携の試行実施について」（令和３年３

月12日付け警察庁丁刑企発第21号ほか（以下「旧通達」という。））により、令

和３年４月１日から一部の都道府県警察において、検察と連携した事情聴取等の

取組を試行しているところであるが、この度、令和４年７月１日から全ての都道

府県警察において試行することとしたので、事務処理上誤りのないようにされた

い。本通達の実施に伴い、旧通達は廃止する。

なお、本通達については法務省と協議済みであり、最高検察庁からも別添のと

おり通知が発出されたので申し添える。

記

１ 試行の目的

令和２年６月11日、性犯罪・性暴力対策強化のための関係府省会議において

決定された「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」では、児童を対象とする事案

において従来から行っている代表者聴取の取組について、「その対象を障害が

ある被害者にも拡大するなど、被害者に対する事情聴取の在り方をその供述の

特性や心情等に配慮したものとすること…（中略）…、被害者の事情聴取の在

り方等について、より一層適切なものとなるような取組について更に検討し、

適切な対処を行う」こととされている。

これを踏まえ、今後の取組の在り方について検討を行うため、性犯罪の被害

者が精神に障害を有する場合において、検察と連携した事情聴取等の取組を試

行実施するものである。

２ 試行の実施時期

令和４年７月１日より当面の間

３ 試行の対象となる事件

(1) 対象犯罪



性犯罪（刑法上の強制性交等、強制わいせつ等の身体犯）

(2) 対象者

上記対象犯罪の被害者のうち、知的障害、発達障害、精神障害等、広く精

神に障害を有する被害者であって、言語によるコミュニケーション能力に問

題があり、又は聴取者に対する迎合性や被誘導性が高いと認められるもの

４ 検察と連携を図る際の対応

(1) 警察からの通報

警察において、上記３に該当する事件を認知した場合には、刑事事件とし

ての立件が見込まれるものについて検察へ連絡した上、代表者による聴取の

実施を念頭に、聴取方法等について検討・協議を行うこと。

(2) 検察との連携時の留意事項

上記(1)により検察と連携する場合においても、再被害及び被疑者の逃走

の防止や証拠の保全を図るため、早急な対応が求められる場合に、協議の開

始や進展の状況にかかわらず、被害者からの聴取及び供述調書の作成を含め、

早期に実施すべき捜査を的確に実施することは差し支えない。

５ 代表者による聴取実施時の留意事項

(1) 必要な検討の実施

代表者による聴取を実施する場合は、被害者の障害の内容・程度や特性等

を踏まえた上で、聴取者、聴取の実施場所、聴取状況の記録の方法等につい

て、検察と十分に検討すること。

(2) 聴取状況の記録

聴取状況の記録については、録音・録画を行うなど、客観的な方法によっ

て記録することとする。

録音・録画を行う場合には、被害者本人の同意を得るとともに、被害者の

障害の程度等を勘案の上、必要に応じ、その家族等からも同意を得ること。

なお、聴取状況の記録のための機材については、警察施設に配備されてい

る取調べの録音・録画装置を用いることも差し支えない。

(3) 代表者による聴取実施後の情報共有

当該事案に適切に対処する観点から、代表者による聴取を実施した場合に

は、警察及び検察による打合せの実施等の適切な方法により、必要な情報の

共有に努めること。

６ その他

(1) 連携強化のための取組

都道府県警察本部及び地方検察庁による連絡会議を実施するなどの方法に

より、各地の実情に応じた適切な連絡体制を強化すること。

(2) 効果的な聴取実施のための取組

警察が代表者として聴取を行う場合に備え、聴取者の技能向上を図るため



の効果的な教養等の実施に努めるとともに、聴取方法等に関する関係機関と

の検討・協議を円滑に実施できるよう、平素より、関係機関を交えた勉強会

を開催するなどして認識の共有を図ること。

(3) 警察庁への報告

警察本部において当該連携に係る個別具体の事件の対応状況を把握した

上、警察庁にその状況を報告すること。

（別添：省略）


